平成23年度12月補正予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費

	事業名:　環境放射線常時監視機器整備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）   　

                   環境生活部　環境管理課　大気環境担当                 

電話番号：058-272-1111（内2831）  

E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：7,679千円
（現計予算額：44,700千円　　補正後予算額：52,379千円）
	事業内容


	１　事業の内容


平成23年3月11日に発生した福島第一原子力発電所の事故を受け､県民の不安解消や安全確保の観点から、環境への影響監視を一層充実するため、県独自に環境放射線を継続的に監視する体制を整備する。
また、国の原子力安全委員会において、事故の教訓を踏まえて「防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲」の考え方の見直し検討が進められていることから、本県で該当する区域において緊急時の放射線モニタリングを行うための機器を追加整備する。
（１）空間放射線量率の常時監視体制の整備【10月20日に設置済】
県内3箇所に固定式モニタリングポストを設置し、24時間連続して空間線量率を測定する。（設置箇所：揖斐、東濃西部、飛騨総合庁舎）　
（２）緊急時のモニタリング体制の整備【12月補正予算要求内容】
緊急時に迅速かつ機動的に放射線量の連続測定等を行うため、可搬型で高線量まで測定可能なモニタリングポスト及び放射性ヨウ素のモニタリングに必要な機器を整備する。
　　　①可搬型モニタリングポスト　１台
　　　②放射性ヨウ素サンプラー　　１台

　　　③可搬型サーベイメータ　　　１台

	２　所要経費


　機器購入費　　44,700千円→52,379千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る

	２　これまでの取組状況


　　固定式モニタリングポスト３台については、設置を完了し、既設１台と併せて県内４地点での放射線常時測定を開始している。（この他６台を現在追加整備中。２３年度末には１０地点で測定を開始。）
また、県内の放射線量を常時公開できる専用サイトを立ち上げ、県のホームページにてリアルタイムで公開している。
　
	３　これまでの取組に対する評価


県内の放射線量をリアルタイムで把握するとともに、測定データを迅速に県民に提供することにより県民の安心安全に寄与している。　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
	分担金

負担金
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手数料
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予算額
	44,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	44,700

	補　正
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	7,679
	0
	0
	0
	0
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